
ODAとは？ …………………………………………………………

開発途上国の社会・経済の開発を支援するため、各

国の政府をはじめ、国際機関、NGO、民間企業など、

さまざまな機関や団体が経済協力を行っています（図

表1-１参照）。これらの経済協力のうち、各国政府が

開発途上国に提供する資金や技術を政府開発援助

（Official Development Assistance：ODA）といい

ます。

ODAは、その形態から、二国間贈与、二国間政

府貸付等、国際機関への出資・拠出（多国間援助）の

３つに分けられます。それぞれの概要は次のとおり

です。

二国間贈与 ……………………………………………………………

二国間贈与には、開発途上国に技術の移転を行う技

術協力と、返済義務を課さない資金を供与する無償資

金協力とがあります。

1. 技術協力

技術協力は、開発途上国の社会・経済の開発の担い

手となる人材を育成するため、日本の技術や技能、知

識を開発途上国に移転し、あるいは、その国の実情に

あった適切な技術などの開発や改良を支援するととも

に、技術水準の向上、制度や組織の確立や整備などに

寄与するものです。

具体的には、開発途上国の技術者や行政官に研修の

機会を提供する技術研修の実施、専門的な技術や知識

をもつ専門家やボランティアの派遣、都市や農業、運

輸など各種の開発計画の作成や資源の開発などを支援

する開発調査、災害時の被災者の救援や災害復旧の支

援などがあります。

2. 無償資金協力

無償資金協力は、学校、病院などの施設の建設、

教育訓練機材や医療機材など資機材の調達、災害の復

興などに必要な資金を供与するものです。

無償資金協力は、その形態から、①一般無償、②

水産無償、③文化無償（文化遺産無償を含む）、④緊

急無償（復興開発支援を含む）、⑤食糧援助（KR）、

⑥食糧増産援助（2KR）の６種類に分けられます。

JICAは、上記の①～⑥のなかで、①の一般無償のう

ち、一般プロジェクト無償および留学・研究支援無償、

②水産無償、③の文化無償のうち文化遺産無償、⑤食

糧援助、⑥食糧増産援助について、施設の建設や資機

材の調達に必要な基本設計を行う基本設計調査業務、

およびそれらの建設や調達を円滑に実施するための調

査、斡旋、連絡などの実施促進業務を担当しています。

二国間政府貸付等 ………………………………………………

二国間政府貸付等とは、開発に必要な資金を、長

期かつ低利の条件で貸し付けるものです。これは、①

開発途上国の政府または政府関係機関に直接貸し付け

る政府直接借款と、②開発途上国で事業を行う日本企

業、または現地企業に融資や出資を行う海外投融資に

分けられます。

政府直接借款は、一般的には円借款と呼ばれてお

り、これまでは、道路、ダム、通信施設、農業開発

などの経済インフラや社会インフラ整備のためのプロ

ジェクト借款が中心となっていましたが、近年は、国

際収支の改善のための商品借款（外貨不足の国に対し

て行う物資購入のための資金協力）や、教育などのソ

フト面の借款の比重が増えています。

第1章　日本のODAとJICA事業概況

日本のODAとJICA
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NGOと連携してアマゾン流域に点在する遠隔地コミュニティの保
健・医療サービス環境を改善するプロジェクトを実施（ブラジル）

チリの内陸乾燥地域で持続可能な営農技術の開発・普及に協力。地元の農家に
栽培カレンダーを配布する専門家

日本のODAの概要
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ODA予算の内訳 …………………………………………………

日本のODA関連の予算（一般会計）は、前記の形態

別に集計すると、その内訳は図表1-2のとおりとなり

ます。

これらの予算は、13省庁に計上されています（図表

1-3）。ODA予算の最大の実行機関は外務省で、この

なかには、JICAが担当する技術協力予算のほか、無

償資金協力関連予算、UNDPなどの国連関係諸機関

への拠出金などが含まれています。

経済産業省の予算には、関係団体を通じた研修員の

受入経費や、海外で行う各種の調査経費が含まれてお

り、調査経費の一部は、JICAが受託し、実施してい

ます。財務省は、国際協力銀行（JBIC）が担当する二

国間政府貸付関係、世界銀行など国際開発金融機関

への出資金などの予算を担当しています。

JICA以外のODA技術協力実施機関 ……………

日本政府の技術協力関連予算により事業を実施する

機関は、JICAのほか、独立行政法人国際交流基金

（JF）、独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）、

（財）海外技術者研修協会（AOTS）、（財）海外貿易開

発協会（JODC）などがあります。

国際交流基金（JF）は、国際相互理解の増進と国際

友好親善の促進を目的として、1972年に設立された特

殊法人「国際交流基金」を前身とし、2003年10月から

独立行政法人としてあらたに発足しました。同基金の

事業予算の一部は、外務省担当の予算から交付されて

います。先進国向けの事業と開発途上国向けの事業双

方を実施しており、このうち開発途上国を対象とする

人物交流、日本語普及、日本文化紹介などの事業に、

主としてODA予算が使用されています。

日本貿易振興機構（JETRO）は、日本の貿易振興

事業を総合的に実施する機関として、1958年に設立

された特殊法人「日本貿易振興会」を前身としていま

す。1960年代後半から、開発途上国からの輸入促進

に力を入れており、開発途上国の貿易政策担当者や、

ODAの予算と実施体制

政府開発援助�
（ODA）�

その他政府�
資金の流れ�
（OOF）�

民間資金の流れ�
（PF）�

NGOによる贈与�

経済協力�

二国間贈与�

二国間政府貸付等�

国際機関への出資・�
拠出など�

輸出信用�

直接投資金融など�

国際機関に対する融資など�

銀行貸付�

民間輸出信用�

直接投資�

開発途上国および�
国際機関の証券・債券の購入�

技術協力�

無償資金協力�

研修員受入�

専門家派遣�

機材供与�

技術協力プロジェクト�

開発調査�

青年海外協力隊派遣�

国際緊急援助�

その他�

経済開発などの援助�

食糧増産などの援助�

（一般無償、水産無償、�
緊急無償、文化無償）�

（食糧援助、食糧増産援助）�

図表1-1 経済協力と政府開発援助

国際機関への出資・拠出（多国間援助）…………

多国間援助は、国際機関に資金を出資または拠出す

ることで、間接的に援助を行うものです。

対象となる国際機関としては、国連開発計画

（UNDP）、国連人口基金（UNFPA）、国連児童基金

（UNICEF）などの国連関係の諸機関への拠出、世界

銀行、国際開発協会（IDA、第二世界銀行）、アジア

開発銀行（ADB）などの国際開発金融機関への出資が

あります。
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対日輸出を担当する民間企業の幹部などを日本へ受

け入れたり、経済改革促進支援や対日輸出促進、適

正技術普及のための専門家派遣などの事業を実施し

ています。1998年７月、JETROはアジア経済研究

所（IDE）と統合し、開発途上国の経済その他諸事情

についての基礎的、総合的調査研究もあわせて実施

するようになり、2003年10月に独立行政法人として

あらたに発足しました。

（財）海外技術者研修協会（AOTS）は、海外の民間

企業から研修員を受け入れる機関として、1959年に設

立された経済産業省所管の公益法人です。また、（財）

海外貿易開発協会（JODC）は、同じく経済産業省所管

の公益法人として、開発途上国地域の産業開発の促進

と日本の貿易振興をはかるため、1970年に設立された

71
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923

395

500,065

（161,200）

219,912

44,274

10,473

5,479

33,602

1,072
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110

957

391

488,063

（160,077）

204,101

43,809

10,006

5,246

32,118

926

383

▲18.8

▲12.1
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▲0.9

▲2.4

（▲0.69）

▲7.2

▲1.1

▲4.5

▲4.2

▲4.4

▲13.6

▲13.9

内閣本府

警察庁

金融庁

総務省

法務省

外務省

（うちJICA）

財務省

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

環境省

6,303

5,279

1,667

154

40

300

3,118

（1,612）

1,023

709

315

1,866

1,866

6,118

5,173

1,765

0

20

300

3,087

（1,601）

945

668

277

1,744

1,744

▲2.9

▲2.0

5.9

皆減

▲50.0

0.0

▲1.0

（▲0.68）

▲7.6

▲5.7

▲11.8

▲6.5

▲6.5

Ⅰ贈与

1. 二国間贈与

（1）経済開発等援助

（2）食糧増産等援助

（3）貿易再保険特会繰入

（4）国際協力銀行交付金

（5）技術協力等

（うちJICA）

2. 国際機関への出資・拠出

（1）国連等諸機関

（2）国際開発金融機関

Ⅱ借款

国際協力銀行

Ⅲ　　計 8,169 7,862 ▲3.8

＊四捨五入の関係で、合計と細目の合計とが一致しないことがある。

＊四捨五入の関係で、合計と細目の合計とが一致しないことがある。

区　　分
予算額 予算額 伸び率

2004年度 2005年度

計 816,864 786,198 ▲3.8

区　　分
予算額 予算額 伸び率

2004年度 2005年度

日本のODA全体

日本の技術協力

JICAの
技術協力

技術協力全体に
占めるJICAの割合

2005年度
一般会計予算 経費実績

2004暦年実績

人数実績

研修員 専門家･調査団 協力隊 留学生

7,862億円
8,930百万ドル
（9,653億円）

3,087億円
2,899百万ドル
（3,134億円）

50,958人† 15,797人† 4,819人† 105,810人†

1,601億円
1,354百万ドル
（1,464億円）

51.8% 46.7%

17,782人 12,012人 3,848人 0人

＊東欧向け実績を含む。
＊JICAの技術協力実績には経済産業省などからの受託分による実績も含む。
＊2004年の日本の経費実績は暫定値。
＊人数実績は新規・継続の合計数。
†日本の技術協力の人数実績は2003年のもの。

図表1-2 政府全体のODA予算（一般会計）（単位：億円、%） 図表1-3 省庁別ODA予算（一般会計）（単位：百万円、%）

図表1-4 日本のODA予算とJICAの技術協力実績（DACベース）
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円ベース（億円） 構成比（%）ドルベース（百万ドル）

実 績 対前年比（%） 実 績 対前年比（%） ODA 二国間

O

D

A

二
　
国
　
間
　
O

D

A

贈
　
与

無償資金協力

（東欧および卒業国向け実績を除く）

援助形態

援助実績

技術協力

（東欧および卒業国向け実績を除く）

政府貸付等
（貸付実行額）
（回収額）
（東欧および卒業国向け実績を除く）

国際機関向け拠出・出資等

（EBRD向け拠出を除く）

名目GNI（速報値） （10億ドル、10億円）
対GNI比：% 東欧、卒業国およびEBRDを含む）

（東欧、卒業国およびEBRD向け実績を除く）

計

（東欧および卒業国向け実績を除く）

計

（東欧および卒業国向け実績を除く）

計（東欧、卒業国およびEBRDを含む）

（東欧、卒業国およびEBRD向け実績を除く）

4,325.93 

4,323.87 

154.6 

155.0 

4,676.33 

4,674.10 

137.5 

137.8 

48.4 

48.8 

73.2 

73.7 

2,898.99 

2,796.57 

1.9 

1.8 

3,133.81 

3,023.09 

-5.0 

-5.1 

32.5 

31.6 

49.1 

47.6 

7,224.92 

7,120.44 

59.0 

60.3 

7,810.13 

7,697.19 

48.3 

49.5 

80.9 

80.4 

122.3 

121.3 

-1,317.37 
（6,108.92）
（7,426.29）
-1,249.80 

-189.7 

（0.6）

（61.43）

-166.1 

-1,424.08 

（6,603.74）

（8,027.82）

-1,351.03 

-183.6 

（-6.1）

（50.6）

-161.6 

-14.8 

（68.4）

（83.2）

-14.1 

-22.3 

（103.4）

（125.7）

-21.3 

5,907.55 

5,870.64 

-1.8 

-7.3 

6,386.06 

6,346.17 

-8.4 

-13.6 

66.2 

66.3 

100.0 

100.0 

3,022.28 

2,988.36 

15.2 

17.4 

3,267.08 

3,230.42 

7.4 

9.5 

33.8 

33.7 

8,929.82 

8,859.01 

3.4 

-0.2 

9,653.14 

9,576.59 

-3.6 

-6.9 

100.0 

100.0 

4,759.02 
0.19 
0.19 

8.8 514,450.20 

0.19 

0.19 

1.4 

＊2004年DAC指定レート：1ドル＝108.1円（2003年比7円80銭の円高）
＊四捨五入の関係で、各形態の計が合計と一致しないことがある。
＊EBRD…欧州復興開発銀行。旧ソ連、東欧諸国の市場経済への移行を支援する。
＊卒業国で実績のある国・地域…ブルネイ、クウェート、カタール、シンガポール、アラブ首長国連邦、イスラエル、香港、キプロス、韓国、マカオ、リビア、マルタ、スベロ
ニアの13カ国・地域

もので、日本人の技術者や経営専門家の派遣などの事

業を行っています。

ODAにおけるJICAの役割………………………………

JICAは、日本政府による技術協力の中核的な役割

を果たしています。

2005年度の日本の技術協力予算は、3087億円とな

っており、ODA予算全体の39.3%を占めています（図

表1-4）。JICAは、このうち1601億円と、51.8%にあ

たる予算を担当しています。

JICA事業の特色は、「人」を通じた「顔の見える援

助」で、日本が強く求められている「人的な国際貢献」

を事業の中心にすえています。JICAは、2005年３月

末までに、技術協力専門家、調査団員、青年海外協

力隊員、シニア海外ボランティアなど、累計29万4987

人の要員を開発途上国に派遣し、また、累計31万

8788人に及ぶそれらの国々の技術者や行政官を、日本

や開発途上国、近隣の第三国などで実施される研修に

受け入れ、人材育成を支援しています。

JICAの事業は、国際協力銀行（JBIC）が実施する円

借款とも深い関係があります。JICAは、開発途上国

の国造りの基礎となる、各種の公共的な開発計画の推

進に必要な調査を行い、その結果を報告書として相手

国に提出しています。その報告書で提言された道路や

病院など公共施設の建設や整備、その他提言の一部

が、円借款を利用して実現しています。

また、JICAが実施している技術協力は、これまで

の「人造り」協力が主流を占めていましたが、近年は、

「政策・制度づくり」という開発途上国の基盤を強化

するための協力にも力を入れています。

JICAはこうした事業を、日本の国別援助方針に準

拠しつつ、それぞれの国の開発計画を重視して実施し

ています。このため、JICAでは、その国にどのよう

な援助が適切かを調査・研究する「国別援助研究」を進

めるとともに、さまざまな機会を通じて相手国政府関

係者との対話を深め、それぞれの国の実情に即した援

助となるよう配慮しています。

ODA大綱の見直し ……………………………………………

日本政府は、ODAの理念や原則を明確化すること

図表1-5 2004年（暦年）の日本のODA実績（援助形態別、暫定値）
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ODAの実績 …………………………………………………………

2004年の日本のODA実績は、総額で88億5900万

ドル（東欧、卒業国、EBRD［欧州復興開発銀行］向

け実績を除く）と、アメリカ合衆国に次ぎ世界第２位

の援助国となっています（図表1-6）。この額は、

DAC加盟22カ国の2004年のODA総額785億6900万

ドルの11.3%を占めています。一方、国民総所得

（GNI）に占めるODAの割合では、日本は0.19%で、

22カ国中第20位でした。

日本は、援助の質を示す指標のひとつと考えられて

いるグラント・エレメントと贈与比率が、依然として

DAC諸国のなかで低い水準にあり、その改善が期待

されています。JICAでは、日本がODAの贈与比率を

高めていくには、技術協力を主とする二国間贈与の拡

充を進めていくことが重要であると考えています。

日本のODAの実績

注：（1）国名の順位はODA総額の順。
（2）東欧および卒業国向けは含まない。
（3）2004年の数値は暫定値を使用。

出典：2005年DACプレスリリース、2004年DAC議長報告

（支出純額ベース、単位:百万ドル、%）

国　　　名
順位 実　績 シェア

（%）
対前年比
（%）

2003年

米 国

日 本

フ ラ ン ス

英 国

ド イ ツ

オ ラ ン ダ

ス ウ ェ ー デ ン

ス ペ イ ン

カ ナ ダ

イ タ リ ア

ノ ル ウ ェ ー

デ ン マ ー ク

オ ー ス ト ラ リ ア

ベ ル ギ ー

ス イ ス

ポ ル ト ガ ル

オ ー ス ト リ ア

フ ィ ン ラ ン ド

ア イ ル ラ ン ド

ギ リ シ ャ

ル ク セ ン ブ ル グ

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

D A C 諸 国 計

16,320 

8,880 

7,253 

6,282 

6,784 

3,981 

2,400 

1,961 

2,031 

2,433 

2,042 

1,748 

1,219 

1,853 

1,299 

320 

505 

558 

504 

362 

194 

165 

69,094 

23.6 

12.9 

10.5 

9.1 

9.8 

5.8 

3.5 

2.8 

2.9 

3.5 

3.0 

2.5 

1.8 

2.7 

1.9 

0.5 

0.7 

0.8 

0.7 

0.5 

0.3 

0.2 

100.0 

22.8 

-4.3 

32.2 

27.6 

27.4 

19.3 

20.5 

14.5 

1.2 

4.3 

20.4 

6.4 

23.3 

72.9 

38.3 

-0.9 

-2.9 

20.8 

26.6 

31.2 

32.0 

35.2 

18.6 

1

2

3

5

4

6

8

11

10

7

9

13

15

12

14

20

17

16

18

19

21

22

順位 実　績 シェア
（%）

対前年比
（%）

2004年

18,999 

8,859 

8,475 

7,836 

7,497 

4,235 

2,704 

2,547 

2,537 

2,484 

2,200 

2,025 

1,465 

1,452 

1,379 

1,028 

691 

655 

586 

464 

241 

210 

78,569 

24.2 

11.3 

10.8 

10.0 

9.5 

5.4 

3.4 

3.2 

3.2 

3.2 

2.8 

2.6 

1.9 

1.8 

1.8 

1.3 

0.9 

0.8 

0.7 

0.6 

0.3 

0.3 

100.0 

16.4 

-0.2 

16.8 

24.7 

10.5 

6.4 

12.7 

29.9 

24.9 

2.1 

7.7 

15.8 

20.2 

-21.6 

6.2 

221.3 

36.8 

17.4 

16.3 

28.2 

24.2 

27.3 

13.7 

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

により、国内外の理解と支持を得、かつ、援助をいっ

そう効果的、効率的に実施していくため、1992年６

月30日、「政府開発援助大綱」（通称「ODA大綱」）を

閣議決定しました。

しかし、その後10年間のODAを取り巻く情勢の変

化により、ODA大綱の見直しが行われ、2003年８月

29日の閣議で正式に改定されました。

図表1-6 2003年、2004年のDAC諸国のODA実績




